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農山漁村の現状と課題、これまでの農林水産省の対応

○ 我が国は、高齢者の引退等による農業者の大幅な急減に直面。このような中で、食料安全保障を確保するには、農業の生産
性向上や持続可能性の両立に加え、農山漁村のコミュニティ維持が不可欠。今後、これらの課題を踏まえ、「食料・農業・農村
基本計画」を策定。

○ 集落の総戸数が９戸以下となると、農地の保全等の集落活動が急激に低下するが、山間地域における総戸数が９戸以下の
集落の割合は2020年と2000年を比較すると2.3倍に増加するなど、中山間地域において農山漁村のコミュニティの維持が懸念
される。

〇 このため、農林水産省としては、関係府省庁と連携しつつ、国の職員が自治体に足を運び地域の取組を支援する「デジ活」中
山間地域や地域の多様な主体による農村型地域運営組織（農村RMO）形成の支援等を実施。

現状と課題
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集落活動の実施率と総戸数の関係

資料︓農林⽔産政策研究所「⽇本農業・農村構造の展開過程-2015年農林業センサスの総合分析-」
（2018年12⽉）

総戸数が９戸以下の農業集落の割合

資料︓農林⽔産省「農林業センサス」

現在の対応状況

2.3倍

1.8倍
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「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクト

○ 人口減の要因として自然減が社会減を上回っていることから、今後、農山漁村の関係人口の増加を目指し、民間企業、教育

機関、金融機関等多くの関係者を巻き込む官民共創の仕組みも活用し、農山漁村における地方創生に取り組むことが必要。

○ このため、現場で案件形成を図る「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」を創設し、令和７年２月に、関係府省庁、地

方公共団体、郵便局、民間企業、教育機関、金融機関等が参画するプラットフォームを立ち上げ、地域と企業のマッチングや

連携の在り方を議論しているところである。

〇 このプロジェクトと並行して、農村RMOや特定地域づくり事業協同組合等による地域課題の解決に向けた取組や、農山漁村

が女性・若者に選ばれるための地域拠点の整備等についても検討し、成果については農林水産省の職員が率先して自治体に

足を運び、施策立案等を助言するなど取組の普遍化を促進したいと考えている。

デジタル
活⽤

「農⼭漁村」経済・⽣活環境創⽣プロジェクト（２⽉にキックオフ）

「農⼭漁村」経済・⽣活環境創⽣
プラットフォーム

（⺠間企業は各課題に応じて参画）

④外部企業との案件形成に向けた
⺠間資⾦・⼈材の確保 農⼭漁村での官⺠共創

物流網の維持・確保

通いによる農林⽔産業への参画
コミュニティ維持

副業⽀援

「デジ活」中⼭間地域
デジタル技術による社会課題解決・地域活性化

(IT企業等との連携)

⼈の
呼込み

①通いによる農林⽔産業への
参画・コミュニティ維持

②農⼭漁村を⽀える
官⺠の副業促進

(地元企業等との連携)

物流網の
維持・確保 ③市街地と農⼭漁村間における物流網の維持・確保 (郵便局・物流事業者等との連携)

秋⽥県にかほ市での農村RMOの取組事例

農地の保全活動

地域交流活動
年間約500名が宿泊

週１回のマルシェ開催
地域の憩いの場

にかほ市の元地域おこし協⼒隊員が、
地域⾏事や⼀次産業が体験ができる
宿としてゲストハウスを創業し、地域の
⽅々と⼀体となって「農地を守り」「外
貨を稼ぎ」「暮らしを残す」取組を実践。
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「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクトの推進方策

○ 農山漁村の現場で案件形成を図る「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」を進めるため、関係府省庁、地方公共団

体、郵便局、民間企業、金融機関、教育機関等が参画するプラットフォームを２月初旬に発足させ、地域と企業のマッチング

方法など関係者間の連携の在り方を議論。

〇 このプラットフォームには、テーマごとに関係府省庁、地方公共団体、企業等からなる専門部会を設け、案件形成を進める

上で参考となる事例の収集や手引きの作成等を行っていきたいと考えている。

〇 地方創生に係る基本構想の策定に向けた議論を注視しながら、専門部会での議論を重ね、取りまとめてまいりたい。

④ 外部企業との案件形成に向けた⺠間資⾦・⼈材の確保

② 農⼭漁村を⽀える官⺠の副業促進

① 通いによる農林⽔産業への参画・コミュニティ維持（地元企業等との連携）
〇 都市部や市街地の企業のCSV活動や研修等による、
持続的な農⼭漁村への社員の派遣を活性化
〇 農⼭漁村における⼈材の受⼊れ組織・体制の構築
〇 ⼆地域居住者の参画

〇 副業を促進するための環境整備
（規定の整備や企業価値の向上）

〇 農⼭漁村を⽀える⼈材、財源を確保するため、
農林⽔産業・農⼭漁村における社会的インパクトを可視化
〇 地域活性化起業⼈、地域おこし協⼒隊、
特定地域づくり事業協同組合制度等の活⽤
国家公務員による出向・現地フォローアップ制度の活⽤

③ 市街地と農⼭漁村間における物流網の維持・確保
（郵便局・物流事業者等との連携）

〇 ⼀般の郵便物・貨物と併せて、
⾷品や⽇常品を農⼭漁村の拠点に配送する仕組みを構築
〇 農⼭漁村から市街地に新鮮な農産物等を配達する仕組みを構築

郵便局・物流事業者等と連携し、以下の取組を実施

〇 プラットフォームにおける検討テーマと今後のスケジュール

・ 12⽉ プロジェクト⽴ち上げ

・ ２⽉４⽇ シンポジウム開催 （キックオフ）

＜関係⼈⼝の創出・副業促進＞
＜農⼭漁村における物流網＞
２⽉13⽇（⽊） 第１回
３⽉４⽇（⽕） 第２回
４⽉21⽇（⽉） 第３回

＜農⼭漁村における社会的インパクト＞
１⽉20⽇（⽉） 第１回
２⽉３⽇（⽉） 第２回
２⽉14⽇（⾦） 第３回
３⽉10⽇（⽉） 第４回
３⽉27⽇（⽊） 第５回

夏前まで 各テーマにおける議論のとりまとめ

〇 スケジュール
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「農⼭漁村」官⺠共創実践ガイドブック
（ダイジェスト版）

令和7年３⽉
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第1部 農村の活性化に向けた取組と令和6年度熊本県における官⺠共創の取組概要
１ 農⼭漁村の現状と課題 〜農林⽔産省のこれまでの取組〜
２ 農村の活性化に向けた、「官⺠共創の取組」とは
３ 「官⺠共創の取組」の令和6年度の事業内容

第2部 官⺠共創の実現に向けたポイントと⼿法解説
１ なぜ、農⼭漁村において、官⺠共創による課題解決が必要なのか
２ 「官⺠共創」に資するマッチングを実践するためには
３ 官⺠のマッチングに向けた地域課題の「共通⾔語化」（理想像から逆算した課題設定）に向けた考え⽅
４ 令和6年度事業における地域課題の「共通⾔語化」のポイント
５ ⺠間企業との共創における5つの要点整理

第3部 マッチングによる官⺠共創の事例紹介
事例➀ 「特産品の販路拡⼤に向けた域外卸先の提供」 （南阿蘇村×SUNITED株式会社）
事例➁ 「地域産品の販路拡⼤に向けたマーケティング⽀援」（天草市宮地岳みらい⾥⼭協議会×合同会社Sora）
事例➂ 「⼈材不⾜の解消に向けた仕組みの構築」（⼋代市×（株）はたらこらぼ）
事例➃ 「空き家に関する町内の相談体制構築」
事例➄ 「農村RMOの⽴ち上げに向けた伴⾛⽀援」

⽬次
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第1部

農村の活性化に向けた取組と
令和6年度熊本県における官⺠共創の取組概要
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１ 農⼭漁村の現状と課題 〜農林⽔産省のこれまでの取組〜

現状と課題
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資料︓農林⽔産政策研究所「⽇本農業・農村構造の展開過程-2015年農林業センサスの総合分析-」（2018年12⽉）

総戸数が９戸以下の農業集落の割合

資料︓農林⽔産省「農林業センサス」

現在の対応状況

○ 我が国は、高齢者の引退等による農業者の大幅な急減に直面。このような中で、食料安全保障を確保するには、農業の生産性向上や持続可能性の両立
に加え、農山漁村のコミュニティ維持が不可欠。今後、これらの課題を踏まえ、「食料・農業・農村基本計画」を策定。

○ 集落の総戸数が９戸以下となると、農地の保全等の集落活動が急激に低下するが、山間地域における総戸数が９戸以下の集落の割合は2020年と2000年
を比較すると2.3倍に増加するなど、中山間地域において農山漁村のコミュニティの維持が懸念される。

〇 このため、農林水産省としては、関係府省庁と連携しつつ、国の職員が自治体に足を運び地域の取組を支援する「デジ活」中山間地域や地域の多様な主
体による農村型地域運営組織（農村RMO）形成の支援等を実施。
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• ⼈⼝減への対応等の中
⻑期的な経営上の課題
の検討が進まない

• ⼈⼝減等による地域へ
の影響が不明

• 企業との交流が乏しく、
企業連携に繋がる課題
の特定が困難

④各種サービスや
プロジェクトの提⽰

③各種サービスや
プロジェクトの提案

企業へのﾏｯﾁﾝｸﾞｻﾎﾟｰﾄ
例）
・⾃治体の課題共有
• 提案機会の提供
• 意⾒交換 等

中間⽀援組織が⺠間企業リ
ストを作成した上で
• 企業がビジネスとして
メリットを感じる情報
提供（ア.⺠間企業等へ
の参画促進機能）

• 地域の声を聴いて、⺠
間企業に理解可能な⾔
葉に変換（イ.地域課題
の「翻訳」機能）

• 地域と企業に寄り添っ
たマッチングサポート
や伴⾛⽀援による着実
な事業化（ウ.マッチン
グ後の伴⾛機能）

熊本県内を中⼼とする
⺠間企業（企業、商⼯
会議所、地銀等）

熊本県内５地域程度
（熊本県むらづくり課、
市町村、農業経営者、
農村RMO、JA等）

①地域課題の把握

地域へのマッチングサ
ポート(例）
・課題をヒアリングし
把握・翻訳
• 課題の掲載
• 企業との連絡先交換
• 企業の検索
• 企業提案の選別 等

• 地域の課題が理解でき
ない（⾔語化がされて
いない）

• 地域課題に直結しない
営業活動に陥りがち

• 補助事業等の仕組みの
理解不⾜により施策を
活⽤できない

課題 課題

②地域課題の提⽰

メリット
メリット

• 企業からの各種サービ
スやプロジェクトの提
案が得られる

• 課題に応じた適正な各
種サービスを導⼊

• 地域課題の理解により
各種サービスを提案

• ⾃治体との関係構築に
よりスムーズなビジネ
ス展開

• 販路の拡⼤

九州経済産業局

マッチングを通じて形成された案件の事業化を推進 ⇒農村活性化へ

⑤地域と企業のマッチング

⑥地域と企業への伴⾛⽀援

JA熊本中央会、JA
優良な案件形成に向けた⼿法の検証・構築（マッチングの施⾏的実施）

本省及び九州農政局、
中間⽀援組織

YMFG ZONE プラニング
肥後銀⾏

官⺠共創による事業化を実現するためのポイントや効果的⼿法、留意点を取りまとめた⼿引きを作成し、全国へ横展開

〇 熊本県において官民共創の優良事例の掘起しを行い、検証の上レポートにまとめ、全国へ横展開（情報発信）。
〇 事例発掘の一環として、事業者の協力も得て、優良な案件形成に向けた手法の検証・構築を行う（農村地域の抱える課題と課題を解決し得る技術と知見を

有する企業とのマッチングを試行的に実施）
（令和６年度 農山漁村振興交付金「情報発信事業」）

１ 農村の活性化に向けた、「官⺠共創の取組」とは
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5

２ 「官⺠共創の取組」の令和6年度の事業内容

1.事業趣旨説明会（実施時期︓5⽉）

・官⺠共創によるマッチングを⾏うため、市町村・⺠間企業等を対
象として事業趣旨を共有する説明会を実施
・説明会では、官⺠共創の必要性や他地域で⾏われた官⺠共
創の事例等を紹介し、参加者に官⺠共創の具体的なイメージを
提供すると共に、本事業への参画を促進

2.課題把握・提案受付（実施時期︓6⽉〜7⽉）

・事業趣旨説明会の実施後、マッチングの題材となる市町村の
抱える課題及び⺠間企業等が持つソリューション提案の募集を
開始
・市町村の課題については、特性の課題⼊⼒⽤フォーマットを活
⽤し、⺠間企業とのマッチングに資する情報の⾔語化を実施
・応募のあった⺠間ソリューションについては、現地に投⼊可能なリ
ソースや期待効果などの提案情報を事務局で事前に精査するこ
とで共創の実⾏性や持続可能性を検証

3. 提案内容の共有（実施時期︓ 7⽉〜 8⽉）

・市町村の課題の解決に向けて⺠間ソリューションを事務局にて
整理し、活⽤可能性のある提案情報を市町村に共有
・事務局にてマッチング実施前に、市町村・⺠間企業等の双⽅の
情報を集約し、第三者⽬線で共創の際のメリット、デメリットや
優先項⽬などを加味して、双⽅を取り持つ形で情報を翻訳する
ことでマッチングに向けた機運を醸成
・マッチング前に市町村、⺠間企業の双⽅に対して複数回ヒアリ
ングを⾏うことで、円滑な共創に向けて諸条件を分析

FY2024 4 5 6 7 8 9 10 12 1 2 311

4.マッチングの実施（実施時期︓8⽉〜3⽉）

・募集した市町村課題、⺠間ソリューションを精査し相互の
ニーズが合致するものから順次取次を実施
・マッチングでは、官⺠の⼀⽅のみの意⾒に傾倒してしまうこ
とを防ぐため農林⽔産省、中間⽀援組織が同席し双⽅の
意⾒や想いを整理

5.マッチングイベント（実施時期︓9⽉）

・官⺠共創によるマッチングの促進に向けて、⺠間企業等からより
多くの提案募集を受け付けるため、市町村の課題を対外共有す
るマッチングイベントを実施
・現地/Webのハイブリッド形式にて市町村の課題を発表するとと
もに、現地会場では企業と市町村担当者との⾯談機会を提供
することで、市町村の課題に対する参加企業の解像度向上に
寄与

6.マッチングの伴⾛⽀援（実施時期︓ 8⽉〜3⽉）

・３、４、５を通して実施したマッチングから、官⺠共創の取組が
実現に⾄るように、事業化までのスケジュール、連携する分野、活
⽤できそうな施策等を整理する定期的な伴⾛⽀援を実施
・⽴場の違う組織の連携や取り上げる課題によって、協議の進め
⽅や留意点が異なるため、情報の精査や助⾔を⾏うことで市町
村と⺠間企業等の双⽅を⽀援

4.マッチングの実施（実施時期︓8⽉〜3⽉）

・募集した市町村の課題、⺠間ソリューションを精査し双⽅の
ニーズが合致するものから順次マッチングを実施
・マッチングでは、官⺠の⼀⽅のみの意⾒に偏重してしまうことを防
ぐため農林⽔産省、事務局が同席することで双⽅の意⾒を整理
し、共創に向けた着地点を模索

○令和６年度事業において、事務局（中間支援事業者、地銀）が主に取り組んだ業務は、下図のとおり。

8
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事業趣旨説明会 課題把握・
ソリューション受付 提案内容の共有 個別マッチングの実施 マッチングイベント マッチング後の伴⾛

ソリューションの精査

官⺠共創における関係者の動き（令和6年度事業実績における年間の動向）
○令和６年度事業においては、主に事務局（中間支援事業者、地銀）で各種行事を企画する傍ら、本省及び農政局が中心となって関係者に周知。
○地域課題のマッチングに向けて、事務局が「課題の言語化」及びソリューションの精査を行い、共創に適した諸条件（共創の実行性や持続可能
性）を検証の上で、官民のニーズが合致する案件から個別マッチングを実施。マッチングに同席する本省及び農政局は共創に資する助言を提供。

○マッチング後、事務局で各案件の進捗を管理しつつ、必要に応じて、追加的に共創に適した企業等を検討し、市町村に提案。

説明会の企画

参画可能性が⾼い
市町村の検討

参加呼掛け
（関係機関）

参加呼掛け
（企業にメール周知）

事務局
（中間⽀援事業者、

地銀）

課題解決企業

本省

農政局

市町村
課題（案）提出

課題・ソリューションの
募集

ソリューション提出

課題の⾔語化（※１）

⾔語化の⽀援（※２）

⾔語化の⽀援（※２）

共創に適した
条件の分析

初回マッチング

共創に向けた助⾔
（※３）

課題の対外発信

共創可能な
市町村の検討

参加呼掛け
（市町村別に訪問）

参加呼掛け
（関係機関）

参加呼掛け
（企業にメール周知）

イベントの企画ニーズ
合致

各案件の進捗管理

ニーズ
合致

初回マッチング

共創に適した
企業等の検討等

ノウハウの蓄積

参加呼掛け
（市町村別に訪問）

※１ 提出された課題が課題解決企業に訴求しやすくなるよう、地域の実現したい理想像と現状との隔たり、求める提案のイメージ、⾃治体が提供可能なリソース、⾃⾛に向けた⽅針等を整理
※２ 「課題の⾔語化」に向け、各課題の詳細や課題間の優先順位を確認するほか、課題の解像度に応じて、利⽤できそうな各省関連事業・施策も紹介
※３ 事業の⽴上げや継続に役⽴ち得る各省関連事業・施策の紹介

共創に向けた助⾔
（※３）

共創に向けた助⾔
（※３）

共創に向けた助⾔
（※３）
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第2部

官⺠共創の実現に向けたポイントと⼿法解説
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１ なぜ、農⼭漁村において、官⺠共創による課題解決が必要なのか

官⺠共創を⾏うメリット

市町村における深堀り後の課題市町村における
深堀前の課題

ある地域の特定産品のブランド化を進め、販売先を地域外に広げる
ため、ニーズ調査や、商品開発、販売先の開拓を⾏いたい。

農林⽔産物の価値
を⾼めたい。

農作業に従事する派遣⼈材を管理、育成する仕組みを作り、様々
な産品における農繁期の⼈⼿不⾜を解消するノウハウを知りたい。

⼈⼿不⾜で困ってい
る。

空き家の売買、解体、リノベーションに関する相談を受付け、多様な
選択肢を提⽰できる体制を作りたい。

空き家問題を解消し
たい。

〇地域と（外部の）企業
間でネットワーク構築

〇市町村のニーズ（＝地
域のニーズ）を把握す
る機会として活⽤可能

○課題を整理することで、
不明瞭だった課題が明
確になる

○⽴場の違う⺠間企業
との連携で新たな発
想が⽣まれる

市町村におけるメリット

課題課題

⺠間企業におけるメリット

○自治体においては、課題の分析や課題間の優先順位付けに難航したり、課題設定できたものの資金調達や人材確保といった解決手段が見つからなかった
りと、市町村単独での課題解決が難しいケースも存在。

○民間企業においても、事業拡大、地域への進出、社会的責任などの観点から地域課題の解決を試みるものの、地域の実情理解、自治体との役割・費用分担
に難航

○このような自治体と民間企業が抱えるボトルネックを解消し、地域課題を協働して解決することを促すため、本ガイドブックにおいては、
①市町村と民間企業等による官民共創を実践するためのプロセス
②マッチングに資する地域課題の「共通言語化」
③初回マッチングにおいて「民間企業が特に注視するポイント」

等を重点的に解説

中間⽀援事業者との⾯談を経て、課題を明確化
⇒ ⺠間企業において、市町村（＝地域）のニーズを把握 11
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２ 「官⺠共創」に資するマッチングを実践するためには

地域の問題・課題の整理 課題情報の可視化 課題の共有

•市町村において、⽬指すべき理想像と現状を
⽐較。理想像実現のボトルネックとなっている
こと（＝地域課題）を特定。

•特定された地域課題について、⺠間事業者
等がビジネスの視点で捉えて、⾃社のソリュー
ションと紐づけて考えられるよう、⾔換え。

提案の募集・検討 共創に向けた協議 共創事業の実践

•企業との共創を⾒据えて市町村から提供可
能な情報を整理（特に、予算や提供可能な
資源（特に、活⽤可能な地域のネットワーク、
実証的な場の提供等）への関⼼は⾼く内容
の充実度合いが⺠間事業者等の関⼼度合
いに直結）

•課題の解決に向けた既存の取組や連携して
きた地元の団体等があれば予め共有

•企業に情報を届けるため、リーチする事業者
数等を踏まえ、HP掲載、省庁等が主催する
説明会等のイベント等を活⽤して情報発信

•解決したい課題の分野に基づき、情報を届け
たい⺠間事業者等の属性を事前に特定、意
図する⺠間事業者等が集まるイベントに参加

•企業探しにあたっては、地域の産業に明るい
地銀や中間⽀援組織の活⽤も効果的

•共創相⼿となる企業を選定するため、⺠
間事業者等に課題を共有の上、当該企
業等から提案を募集

•検討にあたり企業属性、提案の期待効果、
持続性、他地域での取組み事例や実績
等を考慮（関⼼があれば提案内容につい
て個別にヒアリングを申し込む等）

•企業との共創に向け、実証⽅法、役割分
担、共創に係る費⽤等を整理するために
協議を実施（互いの⽴場の違いを理解し、
歩み寄る姿勢が重要）

•必要に応じて地域のステークホルダーとの
合意形成も実施（特に、共創相⼿が地
域外の⺠間事業者等の場合、地域の理
解を得るため丁寧な対応が肝要）

•共創実施時は無理のないようにスモールス
タートしつつ、実現する理想像のイメージを
明確にし、官⺠で共有することが重要

•事業の⽴上げに当たり、地域課題の解決
に資する国等の施策活⽤も検討

○市町村において、官民共創を実践する際の全体のプロセスは下図のとおり。
※ 本ガイドブックでは、特に「地域の問題・課題の整理」、「課題情報の可視化」について詳説
（令和6年度事業における官民マッチングの進め方を基にしつつ、地域課題の共通言語化や要素分解を用いた考え方を採用）

12



10

３ 官⺠のマッチングに向けた地域課題の「共通⾔語化」（理想像から逆算した課題設定）
に向けた考え⽅

理想の姿から逆算して現状と⽐較することで、課題や阻害要因が明
確になる。明確となった課題に対して、市町村の独⼒では取り組めな
い領域を官⺠共創により解決する。

地域課題を共通⾔語化する際の考え⽅ ビジネスの視点を意識し整理すべき情報例

現
状

課
題

理
想
像

現状・背景・・・ 共創の実施において地域の主体者、⽀援者となり得る地域団体の情報を共有することで、連
携可能性を⾼める（既に連携している活動団体等の情報があれば、更なる連携の可能性も
考えられるため記載する）

今後の施策⽅針・・・ 企業にとって共創相⼿（市町村）の⽅針を共有することで、連携の具体的検討を促す

地域資源・・・ 企業が共創を検討するにあたって活⽤可能な資源（強み）があれば共有する

これまでの対応・・・ バックキャスティングで顕在化した取り組むべき課題について、これまで市町村で実施してきた
取組等を情報共有することで共創に向けた企業との情報ギャップを埋める、取り組む課題に
ついて、分野（ex.⼈材不⾜、販路拡⼤等）のテーマを特定する

現在 未来

求める提案のイメージ・・・ バックキャスティングで整理した理想像の実現に向けて求めるソリューション情報（＝
市町村で対応できない領域）を整理することで役割を明確化する

市町村が提供できるリソース・・・ 理想の実現に向けた企業との共創において市町村から提供できる資源（⼈
員や予算等）について明⽰することで、連携可能性を⾼める

市町村の
理想の姿

市町村の
現状

課題や
阻害要因課題や

阻害要因
課題

課題解決のための取組
＝官⺠共創

課題解決のための取組
→官⺠共創により解決

課題解決・⾃⾛化の考え⽅・・・ 課題解決に向けた取組みがビジネスとして成り⽴つ（＝⾃⾛化する）姿をイ
メージできるよう、⾃⾛化にあたっての考え⽅を⽰しておく

実現したい理想像・取り組みたいこと・・・ 理想の姿と、その実現のために取組みたいことを明⽰しておく

バックキャスティング

○市町村と民間企業が連携するためには、立場の異なる関係者間において、双方が求める情報が正しく伝わるよう「共通言語化」する必要
○共通言語化にあたり、特に市町村においては、「ビジネスの視点」を盛り込むことで官民共創に向けた検討が行いやすくなるほか、「地域課題を共通言語化す
る際の考え方」に沿って、市町村の「現状」から「理想像」までの道筋を「バックキャスティング」の考え方を用いて整理し自らの課題を把握するとともに、「ビジ
ネスの視点を意識し整理すべき情報例」に沿って地域の情報を整理することが重要

13
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４ 令和6年度事業における地域課題の「共通⾔語化」のポイント

【現状・背景】

現状を簡潔に記載する。特に、従来進めて
きた取組については、具体的にいつ・何を・ど
こまで進めてきたか記載。⺠間事業者等を
巻き込むにあたって、現状に⾄った背景情
報も含めて伝えることで、地域への理解が深
まり、その後の地域の関係者との連携が円
滑になる。

【実現したい理想像・課題】

市町村の理想とする姿を描き、現状と⽐較
し、実現に向けた課題を特定する。課題を
ありのままに記載するのではなく、⺠間事業
者等がビジネスとして捉えやすく、⾃社の提
供するサービスに紐づきやすい⾔葉に⾔い換
えて発信することが肝要

【取り組みたいこと】

課題解決に向け、具体的に取り組みたいことを記載する。
⺠間事業者等にイメージを持ってもらい、提案に繋がるよう複数の例を記載する。

【⾃治体と連携している活動団体】

課題の解決にあたって、従来から連携をし
てきた活動団体がいる場合、連携して活動
することで新たな取組に発展したり取組が
活性化したりする可能性があるため、相互
理解が深まる情報や、共創可能な領域を
盛り込む。

【地域資源】

官⺠共創を進めるにあたって活⽤可能な
地域資源（⼈・もの・サービス・ネットワーク
等）を記載する。地域の強みや特徴を、
⺠間がどう活⽤できるのかという視点を盛り
込むことが肝要。

【求める提案のイメージ】

課題の解決に向けて取り組みたいことを実
施するために、どういったイメージの提案を求
めるのか、具体的な提案に繋がるように記
載する。

【課題解決・⾃⾛化の考え⽅】

将来にわたって課題解決の取組（ビジネ
ス）が継続できるよう、予算がある場合は
事業年度の終了後どうするか、予算の切れ
⽬が取組の切れ⽬とならないように⾃⾛化
も視野に⼊れ、先を⾒据えた考えを記載す
る必要。

【市町村で提供できるリソース・予算確保に向けた動き】

⺠間事業者等にとって興味・関⼼の⾼い情報。また、予算の有無に関わらず、市町村と協
働で事業を進めたという実績を重要視する事業者もいることから、予算情報に限らず提供で

きるリソースを洗い出し、⺠間事業者等の興味・関⼼を引き出すことが肝要。

【今後の施策⽅針】

ありたい姿の実現に向けて、⺠間事業者等の⼒を活⽤することも視野に⼊れつつ
今後の施策の⽅向性を⽰す。

○地域課題の言語化に向けて、令和6年度に実施した農山漁村情報発信事業において活用した市町村の課題の整理項目は下図シートのとおり。
※ 自治体から提供される情報を、①解決したい課題（今後の施策方針、現状・背景、実現したい理想像・課題等）、②取り組みたい課題解決策
（求める提案のイメージ、市町村における地域資源等）に分類

14
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５ ⺠間企業との共創における5つの要点整理

⺠間企業が特に注視するポイント

地域経済への影響度
（例）
• 共創を実施する際に地元の経済や既存ビジネスに
どれほど影響するか不明瞭

• 市町村への参⼊による地元企業からのハレーション
リスクが考慮されていない

（解消案）
• 共創することで地元経
済にトレードオフが発⽣
しないか考慮する

• 共創する⺠間企業と
地元企業の橋渡しを
担うなどハレーションリス
クを低減させる

１

地域からの理解
（例）
• 共創によるソリューション導⼊において、地域住⺠の
理解や協⼒が得られるか不明（ファクトがない）

• 市町村担当者の気持ちが先⾏しており、住⺠等の
裨益者に対する合意形成が不⼗分

（解消案）
• 市町村で実施している
調査等の結果を共有
することで実態を伝える

• サービス導⼊等の際は、
⺠間企業と共同説明
会を実施し、合意形
成する

2

インフラなどの地理的条件
（例）
• 交通⼿段や通信状況等の情報が不⾜しており事
業実施に向けた検討が不可能

• 事務所や⼯場誘致に向けた⽀援施策などのサ
ポート情報が不⾜

（解消案）
• 不動産情報をはじめ、
関連する⽀援施策を
共有する

• 6次産業化等の場合
は、関連団体等と連
携し、商流や産業イン
フラの情報を共有する

3

⼈材の確保・育成
（例）
• 市町村と⺠間企業のみではリソースを補いきれない
が、地域内での協⼒者の有無が分からない

• ⻑期的に事業実施をする際に、主体者となり得る
⼈材を育成する仕組みがない

（解消案）
• 共創する分野に関連
する地域団体の情報
を整理する

• 共創時に⺠間企業と
連携の元、⼈材育成
プログラムを検討する

4

共創の持続可能性
（例）
• 取組を⾏うことが先⾏してしまい、単発、短期的な
共創に終始してしまう

• 市町村との連携に不慣れであるため⼿続きや意思
決定のスピード感が合わず事業進捗が捗らない

（解消案）
• 共創開始時にゴールイ
メージの共有とすり合
わせを⾏う

• ⾏政委託や⺠間主導
等のパターンに応じて
市町村側の想定スケ
ジュールを伝えておく

5

○地域課題の共通言語化を行った後、民間企業との共創に向けた検討を進める。

○民間企業からのソリューション提示を促進するためには「民間企業が特に注視するポイント」に留意するとともに、課題情報の言語化を行う際に、
明確にできる点を整理したり、共創実施時の役割分担等について明確な方針を示すことが重要
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第3部

マッチングによる官⺠共創の事例紹介
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熊本県における官⺠共創事業のマッチング事例（その①）
○熊本での官民共創パイロット事業（令和６年度農山漁村振興交付金／農山漁村発イノベーション推進事業（地域活性化型）「農山漁村情報発信事
業」）においては、中間支援事業者はじめ、農政局、県庁、地銀との協働の取組により、多数の自治体・企業を巻き込み、５件のマッチング事例
を創出

○各マッチング事例については、以下のとおり（いずれの事例も、事業化に向けた調整を実施中）。

事例① 天草市宮地岳みらい⾥⼭協議会 ×
（同）Sora【広告デザイン】（×地域内の油問屋）（熊本県）

○地域課題とこれを踏まえた参画企業の取組

生産者の高齢化に伴い生産量が不安定化している菜種油において、
地域内の油問屋と連携体制を構築し、作業負担の多い搾油業務のア
ウトソーシング、販路の安定に資する一括買取を実現

○参画企業の役割

アウトソーシングと一括買取を可能にする体制の構築、商品開発、
マーケティング、販売価格等の調整

○参画企業のメリット
広告業でのネットワークを活用した新規事業への参入

事例② 南阿蘇村農政課 ×
SUNITED（株）【IT企業】（×卸売業者）（東京都）

○地域課題とこれを踏まえた参画企業の取組

耕作放棄地解消の一環で栽培される「そば」について、域外企業の
目線で、地域の農業者から見えづらい価値を提示するとともに、付加
価値に見合う販売価格で買取を行う卸先との仲介を実施。

○参画企業の役割

地域と卸売業社の仲介（地域産品の価値発見、卸売先との価格交
渉）

○参画企業のメリット

これまで接点のなかった地域の課題解決に寄与することで信頼関係
を構築し、本業（IT機器）の販売拡大につなげる。
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熊本県における官⺠共創事業のマッチング事例（その②）
事例③ ⼋代市農林⽔産政策課 ×

（株）はたらこらぼ【⼈材派遣】（岡⼭県）
○地域課題とこれを踏まえた参画企業の取組

農業従事者の不足に対応するため、農業を含む地域の多様な仕事
と人材をマッチングさせる仕組みの導入

○参画企業の役割

マッチング組織の構築に関する手法（➀地域の仕事の切り出し、➁
地域に眠る潜在的な人材の掘起し、③仕事と人材のマッチング）を伝
授、設立後の伴走（3年程度）

○参画企業のメリット
・サービス提供による収益（アドバイザリーフィー）
・農的分野における人材マッチングのノウハウ蓄積

事例④ 空き家増加に課題を持つ町×域外の不動産事業者

○地域課題とこれを踏まえた参画企業の取組

地元不動産が解決できない空き家問題について、提案事業者の
サービスを併用して、相談者（空き家所有者）、地元不動産、自治体職
員の負担軽減を図る仕組みを検討

○参画企業の役割
地元不動産が対応できない案件についてオンライン相談受付、WEB

での貸付等

○企業のメリット
サービス提供による収益（自然体での連携につき持続性が高い）

事例⑤ 農村活性化を図る町×地域マネジメント事業者

○地域課題とこれを踏まえた参画企業の取組

地域コミュニティの形成、移住・定住促進を目指す自治体に対し、町
内の合意形成や対外居住者への情報発信等の具体的な手法につい
て、専門的な知見を提供

○参画企業の役割
農村活性化等に必要な段取を助言（自社サービス）

○参画企業のメリット
自社サービス提供による収益確保
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